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将来予測と大きく異なるものとなりうる既知又は未知のリスクや不確実性の要因が内在することにご留意ください。また、本資料及び
本ホームページは、将来の業績、運用成果及び変動等を保証するものではなく、実際の結果は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。なお、かかる将来に関する記述及び予測の前提については、後記「注記」の内容をご参照ください。
本資料及び本ホームページには、本投資法人に関する記載の他、本投資法人及び本資産運用会社が第三者から提供された情報又は第三
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将来その見解を変更する可能性があります。
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インベストメント・ハイライト

3

2 ポートフォリオの質と投資主価値の向上の両立

⚫ 東京23区内をはじめとする三大都市圏内に所在する優良物件を中心に、ポートフォリオの築年数
若返り等に資する物件を厳選取得

⚫ 本投資法人として3物件目となる病院不動産（底地）と新たなアセットタイプとなるグループホーム
を追加することで、アセットタイプの多様化が進展

⚫ 鑑定対比31.5億円割安での取得による含み益の増加（※）

資産規模は1,065億円の新たなステージへ。ヘルスケア専業REITとしての
更なる飛躍と挑戦

⚫ 本取組み後の資産規模は1,000億円を超え、上場時から掲げていた目標に到達

⚫ ヘルスケア不動産の資産規模がJ-REITにおいてNo.1に。オペレーターとのリレーションがさらに強化
され、情報が「集まる仕組み」が深化

⚫ 新規スポンサーの参画等により、今後の成長基盤が拡大

1

安定した収益基盤の獲得により、中長期的な分配金水準の維持・向上を目指す

⚫ 戦略的な物件売却も行い、分配金の成長につながるアクションを実行

⚫ フリーキャッシュフローの増加に伴い、戦略的な資金活用が可能

⚫ LTV水準のコントロールによる、安定した財務基盤の獲得

3

（※）取得予定資産の「含み益」とは、取得予定資産の鑑定評価額と取得予定価格の差額をいいます。現在及び将来において当該鑑定評価額による売買を保証又は約束するものではなく、取得予定資産が将来売却される場合であっても当該鑑定評価額を

もって売却されるとは限りません。また、仮に売却されたとしても、実際の譲渡益は、譲渡価格と帳簿価額及び譲渡関連諸費用との差額であるため、上記の含み益は譲渡益と一致するものではありません。以下同じです。



資産規模は1,065億円の
新たなステージへ

ヘルスケア専業REITとしての
更なる飛躍と挑戦
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資産規模の推移及び今後の外部成長施策
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資産規模は1,000億円を超え、新たなステージへ

国内唯一のヘルスケア専業REITとして更なる成長を目指す

2017年1月
第1回公募増資

6物件、134億円取得

2022年1月
第3回公募増資

10物件、114億円取得2019年1月
第2回公募増資

8物件、226億円取得

(億円)（※）

2026年8月
第4回公募増資（本募集）
14物件、217億円取得予定

1,065億円

ヘルスケア専業REITとしての
独自性から高い情報収集力を実現

3社 体制

2025年10月の新主要スポンサー
参画による効果

➢ 東急不動産、京阪神ビルディングの参

画により、デベロップメント機能の獲

得やウェアハウジング機能の強化が図

られ外部成長機会が多様化

5社 体制

➢ ヘルスケア施設の運用は高い専門性が

必要であり、その専門性を持つ本資産

運用会社は物件情報が集まりやすい

➢ 「国内唯一のヘルスケア専業REIT」と

してのプレゼンスが向上することによ

り、良質な案件・情報の集約を目指す

主要スポンサー体制の変化

今
後
の
外
部
成
長
に
向
け
た
施
策

上場時からの
資産規模目標 

1,000億円 達成

➢ 投資助言・代理業及び第二種金融商品

取引業の追加に係る変更登録を完了

（2026年5月）

➢ ブリッジファンドの活用により、本投

資法人に集まる良質な物件パイプライ

ンのさらなる拡大を目指す

本資産運用会社の機能拡大に伴
う自社パイプラインの拡大

資産規模（取得（予定）価格ベース）

物件数

2015年7月期
（第1期）

2017年7月期
（第5期）

2019年7月期
（第9期）

2022年7月期
（第15期）

本取組み後

（※）表中の億円単位にて記載している数値は未満の端数を切り捨てています。
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取得予定資産の概要

本投資法人において3物件目となる病院不動産（底地）1物件に加え、スポンサーのウェアハウジング機能等
を活用したヘルスケア施設13物件、合計14物件を217億円で取得

# 分類 物件名称 所在地 オペレーター
取得予定
価格

（百万円）

鑑定
評価額

（百万円）

含み益
（百万円）

鑑定NOI
利回り
（%）

入居率
（%）

築年数
（年）

取得予定日

1 医療関連施設等 春山記念病院（底地） 東京都新宿区 - 3,439 3,970 531 4.1 - - 2026/9/1

2

有料老人ホーム

ツクイ・サンシャイン横浜野毛 神奈川県横浜市 株式会社ツクイ 2,198 2,570 372 5.0 100.0 11.7 2026/9/1

3 ツクイ・サンシャイン相模原 神奈川県相模原市 株式会社ツクイ 2,090 2,390 300 5.2 98.8 16.2 2026/9/1

4 ケアヴィレッジ美乃里 埼玉県新座市 株式会社SOYOKAZE 1,780 1,880 100 5.7 76.3 40.6 2026/9/1

5 練馬谷原ケアパークそよ風 東京都練馬区 株式会社SOYOKAZE 1,484 1,610 126 4.8 68.3 3.7 2026/9/1

6 さわやかひがしおおさか館 大阪府東大阪市
株式会社
さわやか倶楽部

1,402 1,590 188 5.1 97.9 8.7 2026/9/1

7 サニーライフ東久留米 東京都東久留米市
株式会社
川島コーポレーション

1,770 1,940 170 4.9 74.8 5.2 2026/9/30

8 サニーライフ東大和 東京都東大和市
株式会社
川島コーポレーション

1,070 1,160 90 5.0 98.5 5.3 2026/9/30

9
メディカル・リハビリホーム
グランダ豊田元町

愛知県豊田市
株式会社
ベネッセスタイルケア

1,170 1,412 242 5.8 88.2 10.0 2026/9/1

10 サニーライフ新琴似 北海道札幌市
株式会社
川島コーポレーション

1,555 1,580 25 5.3 94.0 3.6 2026/9/1

11

サービス付き
高齢者向け住宅

ツクイ・サンフォレスト札幌山鼻 北海道札幌市 株式会社ツクイ 624 646 22 4.6 83.0 7.9 2026/9/1

12 クラシック・コミュニティ横浜 神奈川県横浜市 株式会社SOYOKAZE 1,512 2,130 618 7.5 74.5 22.7 2026/9/1

13 祖師谷ケアパークそよ風 東京都世田谷区 株式会社SOYOKAZE 1,214 1,390 176 4.7 78.9 22.5 2026/9/1

14
認知症高齢者
グループホーム

くろいそケアセンターそよ風 栃木県那須塩原市 株式会社SOYOKAZE 428 623 195 7.5 100.0 23.6 2026/9/1

合計 / 平均 21,736 24,891 3,155 5.2 86.4 14.1 -

NEW

NEW



本取組みの効果
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資産の取得及び譲渡により、物件数は57物件から70物件に拡大予定。資産規模の拡大のみならず、三大都市
圏比率・首都圏比率の上昇や平均築年数の低下といったポートフォリオの質の向上も実現

7

Asset（資産の部）

2026年1月期
（第22期）

取得予定資産 譲渡予定資産 本取組み後

物件数 57 物件 14 物件 1 物件 70 物件

取得（予定）価格合計 865 億円 217 億円 17 億円 1,065 億円

鑑定評価額合計 973 億円 248 億円 20 億円 1,202 億円

平均鑑定NOI利回り 
/ 償却後NOI利回り

5.4 % / 4.0% 5.2 % / 4.2% 4.1 % / 3.2% 5.4 % / 4.0%

総資産LTV 52.5 % 50.9 %

１口当たりNAV 140,872 円 140,020 円

三大都市圏比率 82.4 % 88.0 % 100.0 % 83.3 %

首都圏比率 46.2 % 76.2 % 100.0 % 51.5 %

平均築年数 19.7 年 14.1 年 34.5 年 19.0 年

オペレーター数 17 社 5 社 1 社 17 社

Portfolio（物件情報）

Equity（純資産の部）

Debt（負債の部）

（うち新規1社）



0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

本投資法人

投資法人A

投資法人B

投資法人C

投資法人D

投資法人E

投資法人F

本投資法人は、本取組み後にJ-REITにおけるヘルスケア不動産の資産規模がNo.1に。ヘルスケア専業REITの
知見・物件運用力を活かし、優良なオペレーターが運営するヘルスケア施設を安定的に保有

優良なオペレーターとのリレーション構築

ヘルスケア専業AMとしての知見の深さ1

優良なオペレーターとの長期的リレーション2

有力なスポンサーによる強力なサポート体制3

HAMの

強さの秘密

本資産運用会社の強みJ-REITにおけるへルスケア不動産の保有割合

総定員数国内 第3位総定員数国内 第1位

25.1%

29.5%

2026年6月末日時点 本取組み後

（出所）週刊高齢者住宅新聞 2025年8月20日号（第812号）

8

J-REITにおいてヘルスケア不動産の資産規模No.1に

総定員数国内 第4位 総定員数国内 第5位

第1位

（出所）各J-REIT開示資料に基づき、本資産運用会社作成。

⚫ ヘルスケア専業REITとして、優良なオペレーターと長期的な

リレーションを構築

⚫ 本取組みを通じてJ-REITにおけるヘルスケア不動産の資産規模がNo.1

となることで、更なるリレーションの拡大を目指す

（％） （％）

・
・
・

・
・
・

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

投資法人A

投資法人B

本投資法人

投資法人C

投資法人D

投資法人E

投資法人F



パイプラインサポート会社スポンサーサポート会社

本資産運用会社の幅広なネットワーク充実したサポート体制

三井住友フィナンシャルグループを始めとした多様なスポンサーサポート及びオペレーターやデベロッパー等
の幅広いネットワークを活用した「集まる仕組み」を通じて、良質な物件の取得機会を確保

良質なヘルスケア施設が本投資法人及び本資産運用会社に

オペレーター

強力なパイプラインサポート

他

病院

個人地主

デベロッパー・
ハウスメーカー

ファンド等

デベロップメント機能

ウェアハウジング機能

ヘルスケア専業REITに物件が集まる仕組み

NEW

NEW

NEW

物件提供 バックアップオペレーター
新スポンサーの参画により強化

（2025年10月）

2026年6月追加

バックアップ
オペレーター

NEW
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金融

本投資法人を取り巻く主要スポンサー体制

2025年10月から東急不動産及び京阪神ビルディングが新規スポンサーに参画し、「不動産」領域の機能強化を
実現。本募集においても、新規スポンサーへの売先指定の実施により投資主とスポンサーの利益の一致を図る

10

不動産・ファンド運営 介護・医療

ファイナンス面のサポート、
ヘルスケア施設の流動化ニーズ

等を有する顧客の紹介

介護・医療に関する専門的な
ノウハウの提供及びヘルスケア
施設の事業分析・アドバイス

物件の開発・建替に関するサポート、
物件情報やウェアハウジング機能等の提供

NEWNEW

本募集前
（2026年1月期時点）

本募集後

3.3% 4.4%

発行済投資口数に占めるスポンサー保有割合（見込み）

主要スポンサー体制

スポンサー体制及びアラインメントの強化

⚫総合不動産デベロッパーである東急不動産及び不動産賃貸・管理で豊富な実績を有する
京阪神ビルディングを新たにスポンサーに迎え、開発案件からの取得検討や、築年数が
進んだ物件の建替計画の検討など、外部成長に向けた施策の幅が拡大

⚫東急不動産及び京阪神ビルディングに対して、新規発行投資口のうち、１社あたり
4,000口の売先指定を実施し、投資主とスポンサーの利益の一致を図る（セイムボート
出資によるアラインメントの強化）

⚫本投資法人への譲渡を前提とした、ウェアハウジング機能を強化し、新規物件取得の確
度と機動性の向上を図る
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ポートフォリオの質と
投資主価値の向上の両立 Ⅱ



125.2%

107.9%
120.8%

98.7%

90.0%

100.0%

110.0%

120.0%

130.0%

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

首都圏 近畿圏 中部圏 その他

高齢者人口の増加が見込まれる首都圏中心の物件取得

12

三大都市圏
83.3％

三大都市圏
82.4％

本取組みを通じて、2050年にかけて高齢者人口の増加が特に顕著になると予想される首都圏を中心に物件を
取得し、三大都市圏比率が上昇

本取組み後のポートフォリオ物件分布

⚫ 日本国内において高齢者人口は増加の一途をたどり、三大都市圏を中心
に高齢化は進行

⚫ 特に首都圏において高齢者数の増加は顕著であり、ヘルスケア施設の需
要もより一層拡大していくと考えられる

三大都市圏比率及び首都圏比率が向上

0%

三大都市圏比率の向上

都市圏における高齢者人口の増加

首都圏
38件/51.5%

近畿圏
12件/29.9%

中部圏
2件/1.9%

三大都市圏に
戦略的に投資

三大都市圏比率

83.3%

2020年を起点とした高齢者人口の推移と今後の見通し

首都圏
46.2%

近畿圏
35.2%

中部圏
0.9%

中核都市圏
15.6%

その他
2.0%

首都圏

51.5%

近畿圏

29.9%

中部圏

1.9%

中核都市圏

14.7%

その他

2.0%

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」に基づき、本資産運用会社作成。（出所）



5年未満
3.6% 5年以上10年未満

8.4%

10年以上15年未満
9.8%

15年以上20年未満
41.5%

20年以上
25年未満
23.7%

25年以上30年未満
3.2%

30年以上
9.7%

平均築年数
19.7年

⚫ 築浅物件の増加により、賃料水準の維持・向上や安定した稼働率が
期待できるとともに、中長期的な修繕費・CAPEX負担の平準化に寄与

ポートフォリオの築年数の若返りを推進

物件築年数の低下及びアセットタイプの多様化

13

本取組みによりポートフォリオの平均築年数は19.7年から19.0年へと低下予定。また、本投資法人において
3物件目となる病院不動産（底地）の取得に加えて、グループホームを新しく追加し、アセットの多様化が進展

平均築年数の状況 本取組み後のアセットタイプ別の組入れ状況

ヘルスケア施設
100％

平均築年数
19.0年

⚫ 複数アセットタイプへの分散投資により、特定用途への集中を回避

⚫ アセットタイプの特性による稼働率低下や賃料下落リスクの集中を回
避し、キャッシュフローの安定化に寄与

有料老人ホーム

医療関連施設等
（病院不動産（底地）を含む）

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム・医療関連施設等

認知症高齢者グループホーム

NEW

3物件目の取得

築10年未満の
物件が増加

7.1% 12.0%

2026年
1月末日時点 本取組み後

高齢者向け施設・住宅の種類に
ついてはP31をご参照ください

有料老人ホーム
74.0%

サービス付き高齢者
向け住宅
8.3%

医療関連施設等
5.2%

有料老人ホーム・
医療関連施設等

12.1%

認知症高齢者
グループホーム

0.4%

5年未満
0.8% 5年以上10年未満

6.3%

10年以上15年未満
9.5%

15年以上
20年未満
49.8%

20年以上
25年未満
20.6%

25年以上30年未満
1.5%

30年以上
11.5%

新アセットタイプ



⚫ JR中央・総武緩行線「大久保」駅から徒歩約2分、新宿区百人町の小滝橋通り
に面する病院の底地で、周辺には大学病院や地域の基幹病院が集積するエリア
に位置

⚫ 病院は、急性期・回復期を有する99床のケアミックス病院で、大学病院がカ
バーしづらい骨折等の外傷系分野に特化、早期治療や緊急手術に対応し、リハ
ビリテーションにより患者の社会復帰を支援

⚫ 外国人旅行客の救急外傷症例等も積極受入するなど特に救急医療に強みを有し、
救急車受入件数において高いシェアを占める

Point!!

都心好立地物件、病院は救急医療で地域医療に貢献

所在地 東京都新宿区百人町一丁目 鑑定評価額 3,970百万円

取得予定価格 3,439百万円 取得予定年月日 2026年9月1日

鑑定NOI利回り 4.1% 賃貸可能面積 1,064.09㎡

⚫ 病院不動産を保有する唯一のJ-REIT（2026年6月30日現在）として、病
院不動産を継続的に取得

2 J-REIT唯一、かつ本投資法人3物件目の病院不動産の取得

2019年2月1日

➢ シップ千里ビル

ディングの取得

2017年11月10日

➢ 新潟リハビリテー

ション病院の取得

3 政府の病院不動産に関するガイドラインに準拠した運用体制

2026年9月1日

➢ 春山記念病院（底

地）を取得予定

⚫ 病院は約8,000施設あり、約7割
が医療法人による開設

⚫ 多くの病院不動産は医療法人に
よる自己保有と認識

⚫ 建替えや増改築、財務戦略の見直
し等における資金調達手法の有力
な選択肢の一つとして、病院不動
産の流動化には拡大の余地がある

1 ヘルスケア不動産市場における病院不動産のポテンシャル

⚫ 2015年に国土交通省によって定められた、病院不動産を対象とするリート
に係るガイドラインに準拠、本資産運用会社内には専門部署を設置

⚫ 医療関連団体（日本病院会等）の学会において病院運営におけるリートの
活用について講演を行うなど、普及活動を継続的に実施 14

ポートフォリオへの病院不動産（底地）の追加

本投資法人において、3物件目となる病院不動産（底地）を取得。これまでの本投資法人の運用を通じて
培った病院の事業特性や業界環境への理解を踏まえ、良質な不動産を厳選取得

病院不動産の取得におけるポイント春山記念病院（底地） 医療関連施設等

（出所）厚生労働省「医療施設動態調査（令和８(2026)年4月末概数）」を基に本資産運用会社にて算出。

7,951
施設

2026年4月末時点における
病院の施設数及び開設者

14

国土地理院の空中写真を本資産運用会社にて加工して作成しています。

点線枠部分が春山記念病院（底地）です。なお、春山記念病院の建物は本投資法人の保有物件で

はなく、取得予定資産にも含まれません。

（※1）

（※2）

医療法人

69.9%

医療法人以外

30.1%



⚫ 鑑定対比割安での物件取得により、31.5億円の含み益を獲得見込み

15

パイプライン等からの取得による含み益の獲得

鑑定価格 本物件取得

含み益の獲得

31.5億円

248.9億円

217.3億円

鑑定評価額 取得予定価格

131.1億円 160.2億円

ポートフォリオにおける含み益の総額

2026年1月期末
（譲渡予定資産を含む）

本取組み後

⚫ 調達環境がやや不安定な環境下において、優良資産の確保を目的
としたパイプラインの拡充は継続

⚫ 投資法人へ組み入れることにより、今後も継続的な資産規模の拡
大及びポートフォリオの質の向上を見込む

投資運用業
投資助言・
代理業

第二種金融
商品取引業

⚫ 投資助言による私募ファンドのアセットマネ
ジメント業務や私募取扱業務を受託可能に

⚫ 投資助言の方法による私募ファンド事業を開始することを目的に、
本資産運用会社の投資助言・代理業及び第二種金融商品取引業の
追加に係る変更登録を2026年5月に完了

⚫ 本投資法人へのウェアハウジング機能提供のためのブリッジファ
ンドの活用により、本投資法人に集まる良質な物件パイプライン
のさらなる拡大を目指す

⚫ 投資法人の資産運用
業務（既存）

NEWNEW

本取組みでは、鑑定対比割安での取得により、31.5億円の含み益を獲得見込み。また、本資産運用会社の
ウェアハウジング機能の強化により、今後も継続的に良質な物件のポートフォリオへの組込みを狙う

パイプライン等からの物件取得を通じた含み益の獲得 継続的に質の高い物件を取得するための取組み

今後のパイプラインの活用

2026年1月期（第22期）末時点の含み益は、2026年1月期末現在の保有資産（譲渡予定資産を含みます。）について当該期末時点の鑑定評価額と取得価格の差額の合計額を記載しています。また、本取組み後の含み益には、2026年1月期末時点の含み益

に取得予定資産の含み益を加え、譲渡予定資産の2026年1月期（第22期）時点の含み益を控除した金額を記載しています。現在及び将来において当該鑑定評価額による売買を保証又は約束するものではなく、取得予定資産が将来売却される場合であって

も当該鑑定評価額をもって売却されるとは限りません。また、仮に売却されたとしても、実際の譲渡益は、譲渡価格と帳簿価額及び譲渡関連諸費用との差額であるため、上記の含み益は譲渡益と一致するものではありません。

（※）

良質な案件・情報が集まる仕組み

高齢者向け
施設・住宅
（開設済）

高齢者向け
施設・住宅
（開設）

医療関連
施設等



41.0%

8.6%

32.1%

18.3%

1～5年 6～10年 10年～20年 20年以上

2.5%

14.1%

6.1%
7.5%

0.6%

2.8% 2.1%
3.0% 2.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

2027年
1月期

（第24期）

2027年
7月期

（第25期）

2028年
1月期

（第26期）

2028年
7月期

（第27期）

2029年
1月期

（第28期）

2029年
7月期

（第29期）

2030年
1月期

（第30期）

2030年
7月期

（第31期）

2031年
1月期

（第32期）

2031年
7月期

（第33期）

内部成長及び将来的な分配金の維持・向上に向けて

⚫ポートフォリオ全体に対して、2026年7月期末時点から5年間で賃貸借契約の満了又は賃料更改期を迎えるメインテナントが41.0%

⚫内部成長に向けて、契約改定のタイミングでの賃料改定を含む契約条件の見直しを推進する
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1 契約改定時における対応

2 建物の適切なメンテナンス

3 複合施設や新タイプアセットの取得

4 入替戦略の推進

⚫譲渡予定資産は上場来の保有期間が10年を超え、長期買換特

例の対象となり、譲渡益の内部留保が可能に

⚫今後は、長期買換特例の対象になる物件を売却する際には、

譲渡益の内部留保を通じて、分配金の戦略的なマネジメント

を進めていく方針

⚫ポートフォリオが有する約160億円の含み益を戦略的に活用し、

安定的な分配金の確保と投資主還元の推進を図る

内部成長に向けての取組み 分配金の維持・向上に向けた取組み

5 バックアップオペレーターの招聘

⚫空室リスクを低減し、分配金の維持・向上を目指す

新規の取組み

新規の取組み

今後の賃料改定の機会（メインテナント契約改定スケジュール）

平均残存年数
11.1年

⚫契約改定時に物件毎の個別事情を勘案した交渉方針を策定し、賃上げやコスト負担

区分の変更等の交渉を推進

⚫メインテナントだけでなく、サブテナントに対しても、適宜交渉を実施

⚫長期的に安定した運用のため、予防修繕を含む計画的なメンテナンスを実施

⚫適切なメンテナンスを行い、資産価値の維持・向上を図る

⚫クリニックモール等の複合施設型物件やシニアレジデンス、フィットネスクラブ等の

組入れも視野に入れて、アセットタイプの多様化を目指す



安定した収益基盤の獲得により、
中長期的な分配金水準の

維持・向上を目指す Ⅲ
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1口当たり
当期純利益

+
1口当たり

利益超過分配
3,053円

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

4,000

2026年
1月期

（第22期）

2026年
7月期

（第23期）

2027年
1月期

（第24期）

2027年
1月期

（第24期）

2027年
7月期

（第25期）

3,440
3,1203,160

安定的な分配金と投資主還元の実現

2027年1月期（第24期）計上予定の約3.4億円の譲渡益のうち一部を内部留保に充当。将来の分配金水準の
維持・安定に活用予定

物件の譲渡及び長期買換特例による内部留保（第24期）A 内部留保の取崩し（第25期）B

⚫ 上場来保有する物件の保有期間が10年を超え、長期買
換特例の対象となり、譲渡益の内部留保を実施

⚫ 2027年1月期（第24期）に計上する約3.4億円の譲渡益
は、長期買換特例を活用し一部を内部留保

⚫ 2027年7月期（第25期）に内部留保を
取り崩し、投資主還元を実施予定

物件名 グッドタイムホーム不動前

所在地 東京都品川区

竣工年月 1992年3月

譲渡予定日 2026年12月1日

譲渡予定価格 2,190百万円

当初取得価格 1,740百万円

オペレーター JAPANライフデザイン

3,170

（当初予想） （新予想） （新予想）（予想）

（円）
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0

譲渡益の計上
344百万円

（※）

帳簿価額
1,814百万円

+
譲渡関連諸費用

31百万円

譲渡予定価格
2,190百万円

内部留保
53百万円

第24期末
投資主還元分
290百万円

内部留保の取崩し
117円

3,170円

1口当たり分配金

＜譲渡予定資産＞

譲渡益の
内部留保A

3,286

1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）

1口当たり利益超過分配金

2027年7月期
（第25期）
（新予想）

（※）かかる予想数値は今後の不動産等の取得又は譲渡、不動産市場等の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により変動する可能性があり、また本予想は分配金の額を保証するものではありません。

（※）当初予想とは2026年3月17日付「2026年１月期決算短信（ＲＥＩＴ）」において公表した予想数値（2026年5月29日付の譲渡予定資産の譲渡決定に伴う修正前のもの）を指します。

（※）

（※）

かかる予想数値は今後の不動産等の取得又は譲渡、不動産市場等の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により変動する可能性があり、また本予想は分配金の額を保証するものではありません。

譲渡予定価格と帳簿価額及び譲渡関連諸費用との差額を譲渡益見込額として記載しています。譲渡予定資産については、最近の定期的な法定点検において避難施設・消防用設備等に係る指摘事項があり、本投資法人の費用及び責任において、取引実

行日前に是正することを買主との間で合意しています。かかる是正工事金額が変動すること等により、実際の売却益は、上記の見込額と異なる可能性があります。

内部留保の
取崩しB



619 624 622

704

232

298
321 325

第22期（実績） 減価償却費 資本的支出 残余キャッシュ 第23期（予想） 減価償却費 資本的支出 残余キャッシュ 第24期（旧予想） 減価償却費 資本的支出

減価償却費

資本的支出

387

326
301

379

物件取得資金
– 物件取得資金に充当することで、
資産規模拡大や分配金増額に寄与

 投資主還元
– 利益超過分配金や自己投資口取
得等の還元策に充当
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フリーキャッシュフローの増加と戦略的な資金活用

本取組みを通じたフリーキャッシュフローの増加や安定性の向上を背景に、再投資原資を十分に確保しつつ、
投資主還元の強化を図る

 借入金返済
– LTV水準の適切なコントロール
と金利コスト削減に充当

（百万円）

2026年1月期
（実績）

2026年7月期
（予想）

フリーキャッシュフローの「絶対額の水準」と「安定性」が向上

留保可能資金
の増加

資本的支出の
時期分散

取得予定資産において一定の減価償却費を見込む

築浅物件の取得により資本的支出を抑制

フリーキャッシュフローが増加

A

B

1

2

築浅な物件を中心にポートフォリオの分散を実現
修繕費・資本的支出の時期が分散

フリーキャッシュフロー創出の安定性が向上

3

フリーキャッシュフローの活用方法を幅広く検討

本取組みによるフリーキャッシュフローの変化 フリーキャッシュフローの増加と戦略的な資金使途

かかる予想数値は今後の不動産等の取得又は譲渡、不動産市場等の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により変動する可能性があります。

当初予想とは2026年3月17日付「2026年１月期決算短信（ＲＥＩＴ）」において公表した予想数値（2026年5月29日付の譲渡予定資産の譲渡決定に伴う修正前のもの）を指します。

2027年1月期（新予想）における減価償却費は、2026年12月1日に譲渡予定の譲渡予定資産の減価償却費見込額を控除した値です。

2027年1月期
（当初予想）

2027年1月期
（新予想）

フリーキャッシュフロー

築浅物件の取得による
資本的支出の抑制

2

新規物件取得に伴う
減価償却費の増加

1

（※）

（※）
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固定金利比率

64.0%

総資産LTV

50.9%

有利子負債総額

A+
(見通し：安定的)

信用格付(JCR)

551億円

(うち投資法人債 20億円)

平均借入残存年数

2.7年

（億円）

⚫ 総資産LTVベースで55%、時価LTVベースで50%の水準を意識しながら、
適切なコントロールを継続

⚫ 物件入替に伴い取得が売却に先行する場合等において、総資産LTVが一時的に
55%を超える可能性があるが、恒常的な超過は想定しない

⚫ 総資産LTVを55％まで引き上げた場合の取得余力は約97億円

各種財務データ（本取組み後）

LTVの推移（本取組み後） 返済期限の分散状況（本取組み後）

取得余力

97億円

取得余力上限
（総資産LTV55.0%）

取得余力

50億円

既存の長期借入金 投資法人債（ソーシャルボンド） 新規借入

総資産LTV 時価LTV

59.0 60.5
72.5

40.0
45.0

55.5

29.5

64.0

20.0

50.0

55.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

2026年

7月期

（第23期）

2027年

1月期

（第24期）

2027年

7月期

（第25期）

2028年

1月期

（第26期）

2028年

7月期

（第27期）

2029年

1月期

（第28期）

2029年

7月期

（第29期）

2030年

1月期

（第30期）

2030年

7月期

（第31期）

2031年

1月期

（第32期）

50.7%

52.5%

50.9%

44.1%

45.7%
44.4%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

2025年7月期末

（第21期末）

2026年1月期末

（第22期末）

本取組み後
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所在地
神奈川県横浜市中区日ノ出町一丁
目200番地

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 2,198百万円

鑑定評価額 2,570百万円

鑑定NOI利回り 5.0%

賃貸可能面積/敷地面積 3,961.93㎡/3,240.12㎡

構造/階数
（一棟の建物）RC造/地下1階付
22階建
（専有部分）RC造/7階建

居室数/定員 98室/98人

竣工年月 2015年1月新築

入居率 100.0％

オペレーター 株式会社ツクイ

取得予定資産の詳細

22

ツクイ・サンシャイン横浜野毛 ツクイ・サンシャイン相模原有料老人ホーム 有料老人ホーム

所在地
神奈川県相模原市中央区富士見一
丁目5番3号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 2,090百万円

鑑定評価額 2,390百万円

鑑定NOI利回り 5.2%

賃貸可能面積/敷地面積 3,156.49㎡/1,650.24㎡

構造/階数 RC造/5階建

居室数/定員 80室/80人

竣工年月 2010年7月新築

入居率 98.8％

オペレーター 株式会社ツクイ

⚫ JR横浜線「相模原」駅徒歩約15分、

国道16号線沿いに立地する介護付有

料老人ホーム

⚫ 全室個室、露天風呂あり、特定施設

としての安心感、2.5対1の手厚い職

員体制やリハビリなどで特徴を出し、

安定した運営が継続

ケアヴィレッジ美乃里 有料老人ホーム

所在地 埼玉県新座市東北二丁目6番26号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,780百万円

鑑定評価額 1,880百万円

鑑定NOI利回り 5.7%

賃貸可能面積/敷地面積 3,731.06㎡/2,235.00㎡

構造/階数 RC造/地下1階付3階建

居室数/定員 65室/80人

竣工年月 1986年3月新築

入居率 76.3％

オペレーター 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ

⚫ 東武東上線「志木」駅から徒歩約11

分にある介護付有料老人ホーム

⚫ 2.5対1の手厚い人員配置、24時間

看護師常駐など中重度者、医療依存

度が高い入居者の対応も可能な施設

⚫ 京急本線「日ノ出町」駅から徒歩約1分、22階建の駅前複合施設の4~7階部分に入居する

介護付有料老人ホーム

⚫ ビルの低層階には医療モール、コンビニ、飲食店、ドラッグストア等が入居

⚫ 居室は全室個室で、ベッドやエアコンのほか収納家具も標準装備し、明るいエントランス

やキッチン併設の食堂など老人ホームとして十分な設備を有し、2対1の手厚い介護体制に

て、安定的な運営が継続



所在地
東京都練馬区谷原一丁目15番15
号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,484百万円

鑑定評価額 1,610百万円

鑑定NOI利回り 4.8%

賃貸可能面積/敷地面積 2,405.34㎡/1,873.73㎡

構造/階数 RC造/3階建

居室数/定員 63室/63人

竣工年月 2023年2月新築

入居率 68.3％

オペレーター 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ

23

取得予定資産の詳細

23

練馬谷原ケアパークそよ風 サニーライフ東久留米有料老人ホーム 有料老人ホーム

所在地
東京都東久留米市柳窪二丁目6番
30号

取得予定日 2026年9月30日

取得予定価格 1,770百万円

鑑定評価額 1,940百万円

鑑定NOI利回り 4.9%

賃貸可能面積/敷地面積 3,740.50㎡/2,743.54㎡

構造/階数 S造/3階建

居室数/定員 119室/119人

竣工年月 2021年8月新築

入居率 74.8％

オペレーター 株式会社川島コーポレーション

所在地
大阪府東大阪市若江東町五丁目3
番20号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,402百万円

鑑定評価額 1,590百万円

鑑定NOI利回り 5.1%

賃貸可能面積/敷地面積 4,675.07㎡/2,358.08㎡

構造/階数 S造/5階建

居室数/定員 94室/94人

竣工年月 2018年1月新築

入居率 97.9％

オペレーター 株式会社さわやか倶楽部

さわやかひがしおおさか館 サニーライフ東大和有料老人ホーム 有料老人ホーム

所在地
東京都東大和市芋窪五丁目1129
番地1

取得予定日 2026年9月30日

取得予定価格 1,070百万円

鑑定評価額 1,160百万円

鑑定NOI利回り 5.0%

賃貸可能面積/敷地面積 2,259.23㎡/1,976.38㎡

構造/階数 S造/3階建

居室数/定員 67室/67人

竣工年月 2021年6月新築

入居率 98.5％

オペレーター 株式会社川島コーポレーション

⚫ 多摩都市モノレール「上北台」駅か

ら徒歩約3分、新青梅街道沿いにあ

る2021年9月開設の介護付有料老人

ホーム

⚫ 入居金無料、長年の実績に裏打ちさ

れた介護サービスと、築浅の建物等

ハード面の強みがバランスよく調和

した施設

⚫ 近鉄奈良線「若江岩田」駅から車で

約10分、中小規模の工場や戸建住宅

が立ち並ぶエリアにある介護付有料

老人ホーム、1階には託児所を併設

⚫ 入居一時金不要、在宅に近い日常生

活が過ごせるサービス体制によって、

安定した運営が継続

⚫ 西武池袋線「練馬高野台」駅からバ

スと徒歩で約10分、目白通り谷原交

差点近くに2023年6月に開設された

介護付有料老人ホーム

⚫ 近隣の自社デイサービスやショート

ステイなど在宅系拠点と連携した要

介護専門の入居系拠点として運営

⚫ 西武新宿線・拝島線「小平」駅から

徒歩約16分、新青梅街道に近接する

2021年11月開設の介護付有料老人

ホーム

⚫ 入居金無料、長年の実績に裏打ちさ

れた介護サービスと、築浅の建物等

ハード面の強みがバランスよく調和

した施設



所在地

①愛知県豊田市柿本町七丁目56番
地1
②愛知県豊田市柿本町七丁目66番
1他4筆

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,170百万円

鑑定評価額 1,412百万円

鑑定NOI利回り 5.8%

賃貸可能面積/敷地面積
①2,963.71㎡/2,565.42㎡
②370.04㎡/370.04㎡

構造/階数 S造/4階建

居室数/定員 75室/85人

竣工年月 2016年9月新築

入居率 88.2％

オペレーター 株式会社ベネッセスタイルケア

24

取得予定資産の詳細

24

メディカル・リハビリホームグランダ豊田元町 ツクイ・サンフォレスト札幌山鼻有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

所在地
北海道札幌市中央区南14条西十八
丁目5番1号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 624百万円

鑑定評価額 646百万円

鑑定NOI利回り 4.6%

賃貸可能面積/敷地面積 2,922.49㎡/1,772.53㎡

構造/階数 RC造/5階建

居室数/定員 34室/47人

竣工年月 2018年10月新築

入居率 83.0％

オペレーター 株式会社ツクイ

所在地
北海道札幌市北区新琴似2条一丁
目1番54号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,555百万円

鑑定評価額 1,580百万円

鑑定NOI利回り 5.3%

賃貸可能面積/敷地面積 4,375.30㎡/3,226.78㎡

構造/階数 RC造/5階建

居室数/定員 134室/134人

竣工年月 2023年2月新築

入居率 94.0％

オペレーター 株式会社川島コーポレーション

サニーライフ新琴似 クラシック・コミュニティ横浜有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅

所在地
神奈川県横浜市戸塚区戸塚町字十
ノ区1978番地1

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,512百万円

鑑定評価額 2,130百万円

鑑定NOI利回り 7.5%

賃貸可能面積/敷地面積 9,129.95㎡/3,424.47㎡

構造/階数 RC造/8階建

居室数/定員 98室/157人

竣工年月 2004年1月新築

入居率 74.5％

オペレーター 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ

⚫ 札幌市街地の市電「西線14条」電停

から徒歩約7分、整然とした閑静な

住宅地域の中にある複合施設

⚫ 同一建物の中にサービス付き高齢者

向け住宅、グループホーム、デイ

サービス、訪問介護事業所、居宅介

護支援事業所の5つの事業所が併設

⚫ JR東海道本線・横浜市営地下鉄「戸

塚」駅からバスで約15分、国道1号

線に面した全98室定員157名の大規

模なサービス付き高齢者向け住宅

⚫ 居室は約43～59㎡と広く、自由度

の高い生活を送りつつ、将来特定施

設への転居を想定する入居者に対し

て訴求力を有した特徴ある施設

⚫ 東名高速道路「豊田」ICから約400

メートル、名鉄三河線「土橋」駅か

らは車で約7分のところにある住宅

型有料老人ホーム

⚫ 24時間看護師を配置した医療的ケア、

機能訓練指導員による個別・集団リ

ハビリなど、手厚いサービス提供体

制により安定した運営が継続

⚫ 札幌市街の琴似栄町通沿いに2023

年4月に開設された大型の住宅型有

料老人ホーム

⚫ 入居金無料、長年の実績に裏打ちさ

れた介護サービスと、築浅の建物等

ハード面の強みがバランスよく調和

した施設



所在地
東京都世田谷区祖師谷四丁目3番
15号

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 1,214百万円

鑑定評価額 1,390百万円

鑑定NOI利回り 4.7%

賃貸可能面積/敷地面積 1,697.60㎡/829.98㎡

構造/階数 RC造/地下1階付3階建

居室数/定員 30室/38人

竣工年月 2004年3月新築

入居率 78.9％

オペレーター 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ

25

取得予定資産の詳細/診療報酬及び介護報酬の改定

25

祖師谷ケアパークそよ風 サービス付き高齢者向け住宅

所在地
栃木県那須塩原市豊浦南町83番地
120

取得予定日 2026年9月1日

取得予定価格 428百万円

鑑定評価額 623百万円

鑑定NOI利回り 7.5%

賃貸可能面積/敷地面積 1,590.94㎡/1,515.60㎡

構造/階数 S造/3階建

居室数/定員 18室/18人

竣工年月 2003年3月新築

入居率 100.0％

オペレーター 株式会社ＳＯＹＯＫＡＺＥ

くろいそケアセンターそよ風 認知症高齢者グループホーム

⚫ 小田急小田原線「祖師ヶ谷大蔵」駅

から徒歩約7分、特定施設の指定を

受けたサービス付き高齢者向け住宅

⚫ 全室キッチン・ユニットバス付きで

屋上庭園やシアタールーム等も備え

るなど高い居住性を有する一方で、

2.5対1の手厚いケアで要介護度が高

い方にも対応可能な施設

⚫ 栃木県那須塩原市にあるグループ

ホーム、ショートステイ、デイサー

ビス、居宅介護支援の複合型施設

⚫ 同一建物の中で複数の介護サービス

をワンストップで提供する地域密着

型の施設

診療報酬・介護報酬改定と医療計画・介護保険事業計画の推移
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拡大するヘルスケア施設の需要と供給

26

政策の追い風もあり、高齢者人口の増加に伴って高齢者向け住宅の供給は全国的に拡大している。また、高齢
化率及び単独高齢者世帯割合の増加も予想されるため、ヘルスケア施設の需要は今後も拡大が見込まれる

有料老人ホームの供給状況

サービス付き高齢者向け住宅の供給状況

(人)

高齢者施設数

108万戸

成果指標

高齢者施設数

150万戸

2026年
３月

住生活基本計画
（全国計画）

高齢期の暮らしを支える住宅の数を、2023
年時点の108万戸から2035年には150万戸
へ引き上げることが掲げられた

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の充足率

2023年 2035年

(戸)

（出所）総務省統計局「令和2年国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計

（全国推計） 令和6（2024）年推計」に基づき、本資産運用会社作成。

推計値実績値

(千世帯)

政策に裏打ちされたヘルスケア施設の整備・拡充 日本の人口推移と高齢化率の推移の見通し

供給促進が求められるヘルスケア施設

高齢者世帯に対する単独高齢者世帯の割合

424,828 482,792 518,507 552,350 576,116 609,472 634,395 666,276 689,810 712,728 
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推計値実績値

上記グラフ中、サービス付き高齢者向け住宅の戸数につき一般社団法人高齢者住宅協会「サービス付き高齢者向

け住宅情報提供システム」に掲載された「サービス付き高齢者向け住宅の登録状況」に基づき、また、65歳以上

人口につき総務省統計局「人口推計」に基づき、本資産運用会社作成。

（出所）

総務省統計局「令和2年国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」

に基づき、本資産運用会社作成。

（出所）

上記グラフ中、有料老人ホームの定員数につき厚生労働省「社会福祉施設等調査」に基づき、また、65歳以上人

口につき総務省統計局「人口推計」に基づき、本資産運用会社作成。

（出所）
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事業者名

運営施設数

属性 備考

本投資法
人の保有
する施設
数

シェア
（％）高齢者向け

施設・住宅
病院

グリーンライフ
株式会社

71 －

東証プライム市場上場の
シップヘルスケアホール
ディングス株式会社の連結
子会社

シップヘルスケアのライフケア事業の中核を担う介護事業会社。
介護施設を全国に展開。

6 18.3

SOMPOケア
株式会社

475 －
東証プライム市場上場の
SOMPOホールディングス
株式会社の連結子会社

ラヴィーレシリーズ、そんぽの家シリーズ等の5つのホームブラン
ドを全国に展開し、介護のトータルソリューションを提供。

7 13.0

株式会社
川島コーポレーション

162 － 非上場会社
「がんばりすぎない勇気を応援したい」を合言葉に、「サニ―ラ
イフ」ブランドで首都圏を中心に全国で有料老人ホームを運営。
全施設入居金無料。

6 9.5

株式会社
ベネッセスタイルケア

368 － 非上場会社
「グラニー&グランダ」「ボンセジュール」「くらら」「まどか」
等ライフスタイルに合わせて選べる7つのシリーズのホームを全国
で運営。

11 8.8

医療法人協和会 4 7 医療法人
川西市立総合医療センターの指定管理など7つの病院、4つの介護
老人保健施設、在宅支援事業など、地域で幅広く医療・介護サー
ビスを提供。

1 7.4

オペレーター一覧①
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事業者名

運営施設数

属性 備考

本投資法
人の保有
する施設
数

シェア
（％）高齢者向け

施設・住宅
病院

株式会社SOYOKAZE 178 － 非上場会社
「そよ風」等のブランドで在宅系・入居系介護施設を全国規模で
展開、施設内連携やエリア連携を通じ幅広い介護サービスをワン
ストップで提供。

5 6.2

株式会社
ノアコンツェル

27 －
東証グロース市場上場の株
式会社シーユーシーの連結
子会社

北海道札幌市を中心にCUCパートナーズの一員としてメディカル
レジデンスサービスを提供する福祉総合サービス企業。

8 6.0

株式会社ツクイ 104 － 非上場会社
全国有数の規模のデイサービスを中核に、在宅介護サービス、居
住系介護サービス、在宅看護サービスを展開。

4 5.9

プラウドライフ
株式会社

34 －
東証プライム市場上場のソ
ニーフィナンシャルグルー
プ株式会社の連結子会社

ソニーフィナンシャルグループにおいて介護事業を統括するソ
ニー・ライフケア株式会社の100％子会社として有料老人ホーム
等を開発・企画・運営。

6 5.3

株式会社
さわやか倶楽部

98 －
東証スタンダード市場上場
の株式会社ウチヤマホール
ディングスの連結子会社

「さわやか」ブランドで介護付有料老人ホームを中心に介護施設
を全国各地で運営、スローガンは「幼・青・老の共生」。

4 4.6

株式会社
ニチイケアパレス

107 －
日本生命グループのニチイ
ホールディングス100%子
会社

「ニチイホーム」「ニチイメゾン」「アイリスガーデン」を首都
圏、東海エリア、近畿工リアで運営。医療関連・人材養成・介護
を基幹事業とするニチイグループの一員。

3 3.0

ベルジ株式会社 6 － 非上場会社
群馬県内最大の居室数を有する介護・福祉事業グループであるベ
ルジ・ほたか会・たくみグループの中核会社。

2 2.9

医療法人愛広会 13 3
売上高1,300億円を超える
NSGグループに属する医
療法人

新潟県内にて病院・クリニックのほか、介護付有料老人ホーム、
グループホーム及び介護老人保健施設を運営。

2 2.7

株式会社
アズパートナーズ

34 －
東証スタンダード市場上場
会社

「アズハイム」ブランドで首都圏を中心に介護付有料老人ホーム
等シニア事業を展開。IoT・ICTシステムを活用したオペレーショ
ンに早期から取り組む。

2 2.7

オペレーター一覧②
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事業者名

運営施設数

属性 備考

本投資法
人の保有
する施設
数

シェア
（％）高齢者向け

施設・住宅
病院

株式会社明昭 33 － 非上場会社
病院を多数運営する医療法人社団 苑田会を運営母体とし、東京・
埼玉・千葉において介護付有料老人ホーム等を運営。

1 1.9

シニアライフサポート
株式会社

- 3 －
東証プライム市場上場の株
式会社ゼンショーホール
ディングスの連結子会社

外食事業等を展開する株式会社ゼンショーホールディングス傘下
の介護事業会社。

1 1.2

株式会社サンウェルズ 63 － 東証プライム市場上場会社
パーキンソン病専門ホーム「ＰＤハウス」を中心に、医療特化型
住宅、グループホーム、デイサービス等の介護事業を展開。

1 0.7

オペレーター一覧③
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事業者名 優待内容

グリーンライフ株式会社
⚫ 無料体験入居（1泊2日食事付）

⚫ 無料昼食付見学

株式会社アズパートナーズ
⚫ 入居一時金割引

⚫ 月額利用料割引

株式会社さわやか倶楽部
⚫ 初月利用料割引

⚫ 無料体験入居（1泊2日食事付）

⚫ 無料昼食付見学

SOMPOケア株式会社
⚫ 「介護なんでも相談室」における介護相談（無料）

⚫ 家賃相当額の一部割引

プラウドライフ株式会社 ⚫ 前払金割引または敷金0円

ライフケアデザイン株式会社 ⚫ 前払金割引

株式会社ニチイケアパレス ⚫ 初回入居時費用割引

株式会社ノアコンツェル
⚫ 無料昼食付見学

⚫ 敷金減額

オペレーターの協力のもと、投資主の皆様に投資主優待を実施

投資主優待制度の概要
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種類 特徴
主な
開設者

介護付有料老人ホーム

各都道府県から介護保険の「特定施設入居者生活介護」の指定を受けた有料老人ホーム。
入居者が介護を必要とする場合、介護サービスは施設のスタッフが提供。また、介護報
酬は入居者の要介護度に応じて一定額（定額制）が定められている。開設は指定制（制
限あり）。

営利法人

住宅型有料老人ホーム
介護付と異なり、入居者が介護を必要とする場合に入居者自身が外部の介護事業者と別
途契約して介護サービスを利用する有料老人ホーム。介護報酬は、入居者の介護サービ
スの利用量に応じて決まる（変動制）。開設は届出制。

営利法人

サービス付き高齢者向け住宅
（サ高住）

住宅として規模・設備等の登録基準を満たした高齢者向け賃貸住宅。少なくとも安否確
認サービスと生活相談サービスの提供が義務付けられている。開設は登録制。

営利法人

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

介護保険法に定める地域密着型介護サービス事業の一種。利用者は認知症の状態にある
要介護者で、1ユニット9人までの少人数で、介助を受けながら共同生活を行い、機能訓
練も行うことで認知症の進行を遅らせることを目的としている。

営利法人

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

常時介護が必要且つ居宅においてこれを受けることが困難な要介護者を対象とした老人
福祉施設。2015年4月以降、入居要件が厳格化され、原則要介護度3以上の高齢者が対
象。

社会福祉法人

介護老人保健施設
（老健）

要介護者に対して、自立と自宅での生活復帰を目指し、看護、医学的管理の下における
介護及び機能訓練その他必要な医療サービスの提供や日常生活上の世話を行う施設。

医療法人

介護医療院
2018年4月創設、長期療養が必要な高齢者に対する日常的な医学的管理、一定程度の介
護に加え、住まいの機能を兼ね備えた施設。ターミナルケアの実施や看取りも対応可能。

医療法人
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P3
（注1） 「資産規模」とは、保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格を合計した金額をいいます。以下同じです。
（注2） 「本取組み」とは、取得予定資産の取得、2026年5月29日付で公表済の「グッドタイムホーム不動前」（以下「譲渡予定資産」といいます。）の譲渡及び譲渡資金に基づく

借入れの一部返済（19.7億円）並びに本募集による投資口の発行及び本借入れを併せたものを指します。また、特段の記載がない限り、全ての取得予定資産取得後である
2026年9月30日時点を「本取組み後」といい、本取組み後における数値の算出にあっては、譲渡予定資産については譲渡済のものとして算出しています。なお、本取組み後
における数値は、本取組み及びその他明示的に記載している事項以外の事象は考慮していないため、実際の数値と一致するとは限りません。以下同じです。「本募集」につ
いてはP5（注1）をご参照ください。

（注3） 上記（注2）の「取得予定資産」とは、P6に記載の本投資法人が取得を予定している資産をいいます。以下同じです。
（注4） 上記（注2）の「本借入れ」とは、取得予定資産の取得に際し行う予定の借入れをいいます。本借入れの借入金額は105億円を予定しています。但し、本募集による手取金

の見込額を基準として算出した本資料の日付現在の見込額のため、一般募集及び第三者割当による手取金額等を勘案した上、最終的な借入実行までに変更されることがあり
ます。以下同じです。

（注5） 「ヘルスケア不動産の資産規模がJ-REITにおいてNo.1」とは、J-REITの保有するヘルスケア不動産の取得価格（本投資法人に関しては取得予定資産の取得予定価格を含み
ます。）の合計により算出した資産規模の比較によります。本投資法人以外の「J-REIT」は2026年6月末日時点の資産規模、本投資法人については本取組み後保有資産の資
産規模を算出して比較しています。そのため本取組み後までに他のJ-REITが物件取得等を行った場合、資産規模に基づく順位は変動する可能性があります。以下同じです。
また、「ヘルスケア不動産」とは、各J-REITの開示資料から、主用途が本投資法人の規約に定める「高齢者向け施設・住宅」、「医療関連施設等」及び「その他介護・医
療・健康関連施設」に該当するものと本資産運用会社が判断した不動産及び不動産信託受益権を指します。以下同じです。

（注6） 上記（注5）の「J-REIT」とは、東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場する不動産投資法人をいい、以下「REIT」ということがあります。以下同じです。
（注7） 「オペレーター」とは、本投資法人の保有するヘルスケア施設（本投資法人においては、高齢者向け施設・住宅、医療関連施設等及びその他介護・医療・健康関連施設を併

せて「ヘルスケア施設」といいます。以下同じです。）の賃借人（転借人である場合を含みます。）であり、かつ、当該施設で事業の運営等を行う者をいい、病院を開設し
又は運営する者（医療法人の理事長のほか役員を含みます。）を含みます。以下同じです。

（注8） 「スポンサー」とは、本資産運用会社の株主をいいます。本資料の日付現在、スポンサーは合計11社あり、株式会社三井住友銀行（以下「ＳＭＢＣ」又は「三井住友銀行」
といいます。）、シップヘルスケアホールディングス株式会社（以下「シップヘルスケア」といいます。）、東急不動産株式会社（以下「東急不動産」といいます。）、Ｎ
ＥＣキャピタルソリューション株式会社（以下「ＮＥＣキャピタル」といいます。）、京阪神ビルディング株式会社（以下「京阪神ビルディング」といいます。）、三井住
友ファイナンス＆リース株式会社（以下「SMFL」といいます。）、ＳＭＢＣ日興証券株式会社（スポンサーとしてのＳＭＢＣ日興証券株式会社をいいます。）、株式会社
陽栄、銀泉株式会社、神戸土地建物株式会社及び室町建物株式会社です。「新規スポンサー」とは、2025年10月に本資産運用会社の株式を取得した東急不動産及び京阪神
ビルディングを意味します。以下同じです。

（注9） 「三大都市圏」とは、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、近畿圏（大阪府、京都府、兵庫県）及び中部圏（愛知県）をいいます。以下同じです。
（注10）「グループホーム」とは、認知症高齢者グループホームをいいます。以下同じです。
（注11）「フリーキャッシュフロー」については、P19（注1）をご参照ください。
（注12）「LTV」とは、総資産LTV及び時価LTVをいいます。「総資産LTV」についてはP7（注5）を、「時価LTV」についてはP20（注5）をご参照ください。

P5
（注1） 「本募集」とは、本投資法人が2026年8月19日付で提出した有価証券届出書に基づく新投資口の募集及び第三者割当をいいます。以下同じです。
（注2） 「主要スポンサー」とは、本資料の日付現在、SMBC、シップヘルスケア、東急不動産、NECキャピタル及び京阪神ビルディングをいいます。以下同じです。
（注3） 「デベロップメント機能」とは、土地若しくは建物又はその両方を取得し、取得した不動産を開発又は再開発する機能をいいます。以下同じです。
（注4） 「ウェアハウジング機能」とは、スポンサーサポート会社若しくはパイプラインサポート会社又はそれらが組成するSPC（特別目的会社）等が、本投資法人のために、ヘル

スケア施設を一時的に保有することをいいます。以下同じです。「スポンサーサポート会社」とは、スポンサーのうち、スポンサーサポート契約を締結しているスポンサー
をいいます。以下同じです。

（注5） 上記（注4）の「パイプラインサポート会社」とは、株式会社ＳＭＢＣ信託銀行、株式会社リサ・パートナーズ、株式会社マックスリアルティー及びＳＭＦＬみらいパート
ナーズ株式会社をいい、本資産運用会社との間で、本投資法人への物件譲渡につき、優先交渉権等を規定するパイプラインサポート契約を締結しています。以下同じです。

（注6） 「パイプライン」とは、本資産運用会社が本投資法人のために優先交渉権を有する物件をいいます。なお、現時点で、取得予定資産以外に本投資法人が取得を予定している
資産はなく、今後取得できる保証はありません。以下同じです。
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P6
（注1） 「取得予定価格」は、取得予定資産の売買契約書に記載された売買代金を百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、売買代金には、消費税及び地方消費税並びに取得

に要する諸費用は含みません。
（注2） 「鑑定評価額」は、不動産鑑定評価書に記載された2026年1月31日（取得予定資産については2026年5月31日）を価格時点とする価格を、単位未満を切り捨てて記載して

います。
（注3） 「含み益」については、P3（※）をご参照ください。
（注4） 「鑑定NOI利回り」は、各取得予定資産に係る鑑定NOIを取得予定価格で除した数値を、小数第2位を切り捨てて記載しています。また、「鑑定NOI」とは、不動産鑑定評価

書に記載された2026年1月31日（取得予定資産については2026年5月31日）を価格時点とする直接還元法による運営純収益（Net Operating Income）をいいます。なお、
NOIは減価償却費を控除する前の収益であり、NOIに敷金等の運用益を加算し、資本的支出を控除したNCF（純収益、Net Cash Flow）とは異なります。以下同じです。
「平均鑑定NOI利回り」については、P7（注3）をご参照ください。

（注5） 「入居率」は、入居者数を定員で除した比率を、小数第2位を四捨五入して記載しています。また、「平均入居率」は、入居者数の合計を定員の合計で除した比率を、小数
第2位を四捨五入して記載しています。

（注6） 「築年数」及び「平均築年数」については、P7（注9）をご参照ください。

P7
（注1） 「取得（予定）価格合計」とは、本取組み後保有資産（本投資法人が本取組み後において保有する資産をいいます。以下同じです。）の売買契約書に記載の取得（予定）の

対価の合計額を指し、取得に係る消費税及び地方消費税、取得（予定）日の属する年度に係る固定資産税及び都市計画税、並びに仲介手数料その他の取得費用を含みませ
ん。以下同じです。

（注2） 「鑑定評価額合計」は、本投資法人の規約及び一般社団法人資産運用業協会の定める規則に基づき、一般財団法人日本不動産研究所、株式会社谷澤総合鑑定所、株式会社立
地評価研究所、大和不動産鑑定株式会社及びＪＬＬ森井鑑定株式会社の不動産鑑定士が作成した鑑定評価書に記載された2026年1月31日（取得予定資産については2026年
5月31日）を価格時点とする価格を記載しています。以下同じです。

（注3） 「平均鑑定NOI利回り」は、各保有資産及び取得予定資産に係る鑑定NOIの総額を取得（予定）価格の総額（但し、譲渡予定資産については譲渡予定価格）で除した数値を、
小数第2位を切り捨てて記載しています。

（注4） 「（平均）償却後NOI利回り」は、各保有資産及び取得予定資産に係る鑑定NOIから減価償却費の試算値（年換算）を控除した総額を取得（予定）価格の総額（但し、譲渡
予定資産については譲渡予定価格）で除した数値を、小数第2位を切り捨てて記載しています。なお、「減価償却費の試算値（年換算）」は、本投資法人の会計方針に則り、
各保有資産については2026年1月期（第22期）の実績値の減価償却費（但し、2026年1月期（第22期）の期中に取得した物件については計上された月数を半年分に換算し
た減価償却費）、取得予定資産については各減価償却資産の耐用年数に応じた定額法の償却率により本投資法人が試算した半年分の減価償却費にそれぞれ2を乗じた、1年間
の減価償却費の試算値です。特に取得予定資産の実際の減価償却費は、取得予定資産の取得後に確定する帳簿価額に基づき計算されるため、取得予定資産取得後の実際の減
価償却費とは異なる可能性があります。

（注5） 「総資産LTV」とは、各時点における本投資法人の総資産に対する有利子負債（借入金及び投資法人債をいいます。以下同じです。）の比率をいい、以下の算式により算出
しています。以下同じです。
2026年1月期（第22期）末時点の総資産LTV：
（2026年1月期（第22期）末時点の有利子負債総額÷2026年1月期（第22期）末時点における総資産額）×100
本取組み後の総資産LTV：（本取組み後の有利子負債総額（A）÷（2026年1月期（第22期）末時点における総資産額＋譲渡予定資産の譲渡予定価格－譲渡予定資産の想定
簿価－譲渡予定資産の譲渡諸費用の見込額＋取得予定資産の敷金－譲渡予定資産の敷金＋本借入れによる新規借入金額＊－譲渡予定資産の譲渡及び譲渡資金に基づく借入れ
の一部返済額（19.7億円）＋本募集による手取金の見込額＊＊））×100
（A）本取組み後の有利子負債総額＝2026年1月期（第22期）末時点における有利子負債総額（465.7億円）＋本借入れによる新規借入金額（105億円）－譲渡予定資産の
譲渡及び譲渡資金に基づく借入れの一部返済額（19.7億円）

＊ 本借入れの借入金額は105億円を予定しています。但し、本募集による手取金の見込額を基準として算出した本資料の日付現在の見込額のため、一般募集及
び第三者割当による手取金額等を勘案した上、最終的な借入実行までに変更されることがあります。以下同じです。

＊＊本募集による手取金の見込額の算出については、一般募集における発行価額の総額及び第三者割当における発行価額の総額として、それぞれ96.1億円及び4.9
億円（2026年7月21日（火）現在の東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出した見込額）を前提としています。第三者割当につ
いては、募集投資口数の全部についてＳＭＢＣ日興証券株式会社により申し込まれ、払込みがなされることを前提としています。したがって、実際の一般募
集及び第三者割当における発行価額の総額と一致するとは限りません。以下同じです。
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（注6） 「1口当たりNAV」とは、本投資口の1口当たり純資産（Net Asset Value）をいい、以下の算式により算出しています。
2026年1月期（第22期）末時点の1口当たりNAV＝
（2026年1月期（第22期）末時点の貸借対照表上の純資産額－2026年1月期（第22期）の分配金総額＋2026年1月期（第22期）末時点の保有資産に係る鑑定評価額の合計
－2026年1月期（第22期）末時点の保有資産に係る貸借対照表上の帳簿価額の合計）÷2026年1月期（第22期）末時点の発行済投資口数
本取組み後の1口当たりNAV＝
（2026年1月期（第22期）末時点の貸借対照表上の純資産額－2026年1月期（第22期）分配金総額＋2026年1月期（第22期）末時点の保有資産（譲渡予定資産を除きま
す。）に係る鑑定評価額の合計－2026年1月期（第22期）末時点の保有資産（譲渡予定資産を除きます。）に係る貸借対照表上の帳簿価額の合計＋取得予定資産に係る鑑定
評価額の合計－取得予定価格の合計＋譲渡予定資産の譲渡予定価格－譲渡予定資産の想定簿価－譲渡予定資産の譲渡諸費用の見込額＋本募集による手取金の見込額（101.0
億円））÷本取組み後の発行済投資口の総口数
なお、本募集における実際の発行価額が前記仮定額を下回る場合や第三者割当における募集投資口数の全部又は一部について申込みが行われず、発行が行われなかった場合
には、本募集における発行価額の総額は総見込額よりも減少し、実際の本取組み後の1口当たりNAVは低くなる可能性があります。同様に実際の発行価額が前記仮定額を上
回る場合には、本募集における発行価額の総額は総見込額よりも増加し、実際の本取組み後の1口当たりNAVは高くなる可能性があります。
また、本取組み後の発行済投資口の総口数は、本資料の日付現在の発行済投資口数に本募集により新規に発行される投資口数を加えた口数をいいます。なお、第三者割当に
ついては、募集投資口数の全部についてＳＭＢＣ日興証券株式会社より申込みがあり、発行が行われた場合を前提としています。したがって、第三者割当における募集投資
口数の全部又は一部について申込みが行われず、発行が行われなかった場合には、本取組み後の発行済投資口の総口数は少なくなります。

（注7） 「三大都市圏比率」は、各保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の総額に対して、三大都市圏に立地する各保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の総額に
占める割合を示しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。以下同じです。

（注8） 「首都圏比率」は、各保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の総額に対して、首都圏に立地する各保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格の総額に占める割
合を示しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。以下同じです。「首都圏」については、P3（注9）をご参照ください。

（注9） 「築年数」とは、登記事項証明書に表示された建築年月日又は検査済証上の竣工年月日から2026年9月30日までの築年数（増築部分を有する物件については、登記事項証明
書に表示された増築年月日又は検査済証上の竣工年月日から2026年9月30日までの築年数と既存部分の築年数をそれぞれ床面積で加重平均した数値）を記載しています。
「平均築年数」は、各保有資産及び取得予定資産の築年数を、各保有資産及び取得予定資産の取得（予定）価格で加重平均した数値を記載しています。なお、「築年数」及
び「平均築年数」については、底地物件は除外して算出しています。以下同じです。

P8
（注1） 総定員数の順位は、出所資料に掲載されている高齢者向け施設・住宅の分類ごとの定員数を合計することにより算出した総定員数をベースとしたオペレーターの順位です

（集計時点は2025年6月末時点）。

P9
（注1） 「バックアップオペレーター」とは、本投資法人が保有し又は取得を予定するヘルスケア施設につき、当該施設の既存のオペレーターの退去時等に備えて、本資産運用会社

の要請により、当該ヘルスケア施設の賃借について真摯に検討することを合意しているオペレーター候補をいいます。

P10
（注1） 本募集後の発行済投資口数に占めるスポンサー保有割合は、本募集後の発行済投資口数（第三者割当における発行口数の全部について、ＳＭＢＣ日興証券株式会社により申

込みがなされることを前提としています。）に占めるスポンサーの保有口数の割合を記載しています。

P12
（注1） 「中核都市圏」とは、三大都市圏以外に所在する政令指定都市、県庁所在地及び地方中核市（人口20万人以上の市をいいます。）をいいます。
（注2） 「三大都市圏比率の向上」の各円グラフ上の百分率は、各保有資産及び取得予定資産の所在地を、首都圏／近畿圏／中部圏／中核都市圏／その他に分類し、それぞれの分類

に属する割合を、取得（予定）価格ベースで算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注3） 「都市圏における高齢者人口の増加」の「2020年を起点とした高齢者人口の推移と今後の見通し」については、各カテゴリーごとに総計を求め、令和2（2020）年の人口

を100.0％とし、各年の人口を指数化しています。
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P13
（注1） 「平均築年数の状況」の円グラフ上の百分率は、各保有資産及び取得予定資産の築年数を、5年未満／5年以上10年未満／10年以上15年未満／15年以上20年未満／20年以

上25年未満／25年以上30年未満／30年以上に分類し、それぞれの分類に属する割合を、取得（予定）価格ベースで算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。
（注2） 「本取組み後のアセットタイプ別の組入れ状況」の比率は、各保有資産及び取得予定資産が属するアセットタイプそれぞれの分類に属する割合を、取得（予定）価格ベース

で算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。

P14
（注1） 「賃貸可能面積」については、2026年5月31日時点における底地の賃貸借契約（借地権設定契約等を含みます。以下同じです。）に基づき記載しています。

P16
（注1） 「平均残存年数」は、本資料の日付現在において締結されている本取組み後の各信託不動産に係る建物の賃貸借契約（取得予定資産については取得予定資産の取得予定日で

ある2026年9月1日又は2026年9月30日時点で締結予定の賃貸借契約）について、2026年7月31日（取得予定資産については各取得予定日）時点の残存年数を、取得（予
定）価格で加重平均することにより算出し、小数第2位を切り捨てて記載しています。また、「平均残存年数」の円グラフ上の百分率は、既存物件は2026年7月31日、取得
予定資産は取得予定日を基準日として、各信託不動産に係る建物又は底地の賃貸借契約期間の残存年数を、5年未満／5年以上～10年未満／10年以上～20年未満／20年以上
に分類し、それぞれの分類に属する割合を、賃料ベースで算出し、小数第2位を四捨五入して記載しています。なお、上記の2027年1月期（第24期）から2031年7月期（第
33期）までの各期における賃貸借契約の満了又は賃料更改期を迎える割合は、メインテナントによる賃料をベースに算出しています。また、「メディカル・リハビリホーム
グランダ豊田元町」については、当該物件の土地及び建物（物件①）並びに隣接する診療所及び薬局の土地（底地）（物件②）で構成されており、物件①と物件②について
それぞれ賃貸借契約があるため、取得予定価格を物件①及び物件②の各賃貸可能面積で按分して、賃貸借契約毎に残存年数を算出しています。

（注2） 「長期買換特例」とは、「特定の資産の買換えの場合の課税の特例」（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）第65条の7）制度をいいます。
当該制度により、長期間（10年超）保有した土地建物等の資産を譲渡した後に買換資産を取得し事業の用に供する等の一定の要件を満たす場合には、当該譲渡資産の譲渡益
の一部を圧縮積立金として積み立てることにより、当該譲渡益の一部に対する課税を繰り延べることができます。以下同じです。

P18
（注1） 2026年7月期（第23期）の予想は、別紙①2026年3月17日付公表の「2026年7月期及び2027年1月期の運用状況の予想の前提条件」に記載の前提条件に基づき算出してい

ます。かかる予想数値等は、一定の前提条件の下に算出した2026年3月17日時点の試算値であり、その後の不動産等の取得又は譲渡、不動産市場等の推移、本投資法人を取
り巻くその他の状況の変化等により変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。以下同じです。

（注2） 2027年1月期（第24期）の当初予想は、別紙①2026年3月17日付公表の「2026年7月期及び2027年1月期の運用状況の予想の前提条件」に記載の前提条件に基づき算出し
ています。かかる予想数値等は、一定の前提条件の下に算出した2026年3月17日時点の試算値であり、その後、譲渡予定資産の譲渡決定に伴い2026年5月29日付で変更さ
れ、さらに2027年1月期（第24期）の新予想により変更されています。以下同じです。

（注3） 2027年1月期（第24期）の新予想及び2027年7月期（第25期）の新予想は、別紙②本日付公表の「2027年1月期及び2027年7月期の運用状況の見通しの前提条件」に記載
の前提条件に基づき算出しています。かかる予想数値等は、一定の前提条件の下に算出した本資料の日付時点の試算値であり、今後の不動産等の取得又は譲渡、不動産市場
等の推移、本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。以下同じです。

（注4） 「譲渡予定価格」は、譲渡予定資産の売買契約に記載された売買代金を百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、売買代金には、譲渡予定資産の譲渡に要する諸費用
（売買媒介手数料、公租公課等）は含みません。

（注5） 「譲渡予定日」は、譲渡予定資産の売買契約に記載された譲渡予定年月日を記載しています。

P19
（注1） 「フリーキャッシュフロー」とは、減価償却費から資本的支出を控除した金額をいいます。

P20
（注1） 「固定金利比率」の算出については、以下の計算式により算出しています。本（注1）において、譲渡予定資産の譲渡及び譲渡資金に基づく借入れの一部返済（19.7億円）

を行う2026年12月1日時点を「本取組み後」といいます。
本取組み後の固定金利借入金総額（A）÷本取組み後の借入金総額（B）
（A）本取組み後の固定金利借入金総額＝2026年1月期（第22期）末時点における固定金利借入金総額＋本借入れによる新規借入金のうち、固定金利の各借入れ（金利ス
ワップ契約を締結し、金利を固定化された各借入れを含みます。）の合計額
（B）本取組み後の有利子負債総額＝2026年1月期（第22期）末時点における借入金総額（465.7億円）＋本借入れによる新規借入金額（105億円）－譲渡予定資産の譲渡
及び譲渡資金に基づく借入れの一部返済額（19.7億円） 35
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（注2） 「平均借入残存年数」は、2026年7月31日時点における借入契約等（本借入れによる新規借入金を含み、新規借入金は各借入実行時点です。また、譲渡予定資産の譲渡代金
を原資として返済予定の有利子負債（19.7億円）は除きます。）に表示された満期弁済日までの期間を、本借入れをした後の各借入金額に基づき加重平均することにより算
出しています。以下同じです。

（注3） 「信用格付（JCR）」は、本投資法人に関する格付であり、本投資口に対する格付ではありません。また、本投資口について、本投資法人の依頼により、信用格付業者から
提供され、若しくは閲覧に供された信用格付又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。なお、「JCR」とは、株式会社日本格
付研究所をいい、信用格付については本資料の日付現在における信用格付の状況を記載しています。

（注4） 「取得余力」とは、本投資法人が資産を取得するにあたり、総資産LTVが特定の水準に至るまで、金融機関からの借入れ及び投資法人債等の発行によって借入金等を追加的
に調達する場合における調達可能な額をいいます。但し、借入金等の調達及び調達する借入金等による資産取得ができることを保証又は約束するものではありません。

（注5） 「時価LTV」は、以下の算式により算出しています。
各期末時点の時価LTV：（各期末時点の有利子負債総額÷（各期末時点における総資産額＋各期末時点の保有資産に係る鑑定評価額の合計－各期末時点の保有資産に係る貸
借対照表上の帳簿価額の合計））×100
本取組み後の時価LTV：（本取組み後の有利子負債総額（A）÷（2026年1月期（第22期）末時点における総資産額＋譲渡予定資産の譲渡予定価格－譲渡予定資産の想定簿
価－譲渡予定資産の譲渡諸費用の見込額＋取得予定資産の敷金＋本借入れによる新規借入金額＊－譲渡予定資産の敷金－譲渡予定資産の譲渡及び譲渡資金に基づく借入れの
一部返済額（19.7億円）＋本募集による手取金の見込額＊＊＋2026年1月期（第22期）末時点の保有資産（譲渡予定資産を除きます。）に係る鑑定評価額の合計－2026年
1月31日時点の保有資産（譲渡予定資産を除きます。）に係る貸借対照表上の帳簿価額の合計＋取得予定資産に係る鑑定評価額の合計－取得予定価格の合計））×100
（A）本取組み後の有利子負債総額＝2026年1月期（第22期）末時点における有利子負債総額（465.7億円）＋本借入れによる新規借入金額（105億円）－譲渡予定資産の
譲渡及び譲渡資金に基づく借入れの一部返済額（19.7億円）

＊ 本借入れの借入金額は105億円を予定しています。但し、本募集による手取金の見込額を基準として算出した本資料の日付現在の見込額のため、一般募集及
び第三者割当による手取金額等を勘案した上、最終的な借入実行までに変更されることがあります。以下同じです。

＊＊本募集による手取金の見込額の算出については、一般募集における発行価額の総額及び第三者割当における発行価額の総額として、それぞれ96.1億円及び4.9
億円（2026年7月21日（火）現在の東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出した見込額）を前提としています。第三者割当につ
いては、募集投資口数の全部についてＳＭＢＣ日興証券株式会社により申し込まれ、払込みがなされることを前提としています。したがって、実際の一般募
集及び第三者割当における発行価額の総額と一致するとは限りません。以下同じです。

（注6） 「長期借入金」とは、借入日から返済期日までの期間が1年超のものをいい、返済期日が1年以内に到来するものも含みます。また、「短期借入金」とは、借入日から返済期
日までの期間が1年以内のものをいいます。

P22
（注1） 「取得予定資産の詳細」は、原則として、2026年5月31日時点の状況を記載しています。以下同じです。

P23
（注1） さわやかひがしおおさか館の敷地面積は、私道負担部分の面積（約24.6㎡）を含みます。

P24
（注1） メディカル・リハビリホームグランダ豊田元町は、当該物件の土地及び建物（物件①）並びに隣接する診療所及び薬局の土地（底地）（物件②）を信託財産とする信託受益

権です。
（注2） メディカル・リハビリホームグランダ豊田元町の鑑定評価額は、土地及び建物（物件①）に係る鑑定評価額並びに隣接する診療所及び薬局の土地（底地）（物件②）に係る

鑑定評価額を合計して算出された数値を記載しています。金額は百万円未満を切り捨てて記載しています。
（注3） メディカル・リハビリホームグランダ豊田元町の土地及び建物（物件①）の敷地面積は、登記簿上の記載から隣接する診療所及び薬局の土地（底地）（物件②）の賃貸借契

約上の面積を差し引いて算出しています。

P26
（注1） 「政策に裏打ちされたヘルスケア施設の整備・拡充」の「高齢期の暮らしを支える住宅」とは、サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング、居住サポート住宅、有

料老人ホーム等をいいます。
（注2） 「供給促進が求められるヘルスケア施設」の「65歳以上人口に対する供給率」は、有料老人ホームの供給状況においては、各年における有料老人ホームの定員数を、各年に

おける65歳以上人口で除した数値をそれぞれ百分率化した上で、小数第2位を四捨五入して表示しており、サービス付き高齢者向け住宅の供給状況においては各年月におけ
るサービス付き高齢者向け住宅の戸数を、各年12月1日における65歳以上人口で除した数値をそれぞれ百分率化した上で、小数第3位を四捨五入して表示しています。
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（注3） 「高齢者世帯に対する単独高齢者世帯の割合」の「高齢者世帯」とは、世帯主が65歳以上の世帯をいい、「単独高齢者世帯」とは、世帯人員が一人で、65歳以上の世帯を
いいます。以下同じです。

（注4） 各類型の世帯数は単位未満を、世帯主65歳以上における単独高齢者世帯割合は小数第2位を、それぞれ四捨五入して表示しています。
（注5） 世帯数については、一般世帯の数値を記載しています。「一般世帯」とは、①住居と生計を共にしている人々の集まり若しくは一戸を構えて住んでいる単身者（但し、これ

らの世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については、人数に関係なく雇主の世帯に含めています。）、②①の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借り
の単身者若しくは下宿屋等に下宿している単身者、又は③会社・団体・商店・官公庁等の寄宿舎、独身寮等に居住している単身者、のいずれかに該当する世帯をいいます。
なお、家族類型不詳の一般世帯数はいずれの分類にも含まれていません。

P27
（注1） 「運営施設数」は、各オペレーターが運営する高齢者向け施設・住宅及び病院の施設数の合計をそれぞれ記載しています。各社より入手した情報（公表資料を含みます。）

及び各社のホームページ記載の情報（2026年6月1日時点）を基に、本資産運用会社において集計した数値を記載しています。
（注2） 「シェア」は、本投資法人のポートフォリオにおける取得（予定）価格（譲渡予定資産を除きます。）ベースのシェアを表示しています。なお、シップ千里ビルディングの

オペレーターは、千里中央病院部分を医療法人協和会、その他の部分をグリーンライフ株式会社として面積按分しています。

P28
（注1） 医療法人愛広会の「属性」には、NSGグループのホームページより2025年9月の実績値を記載しています。

P30
（注1） 投資主優待制度は、2026年7月31日（基準日）の本投資法人の投資主名簿に記載又は記録された投資口を1口以上所有されている投資主が対象となります。
（注2） 優待内容は2026年7月期（第23期）末時点の投資主に対するものであり、今後変更される場合があります。
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38

別紙① 2026年3月17日付
「2026年7月期及び2027年1月期の運用状況の予想の前提条件」
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別紙② 2026年8月19日付
「2027年1月期及び2027年7月期の運用状況の見通しの前提条件」
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別紙② 2026年8月19日付
「2027年1月期及び2027年7月期の運用状況の見通しの前提条件」
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